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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

第１章 総則 

第１節～第４節（略） 

第５節 原子力災害対策重点区域の区分等に応じた防護措置の準備及び実施 

１ 原子力施設等の状態に応じた防護措置の準備及び実施 

ＰＡＺにおいては、原子力施設において異常事態が発生した場合には、急速に

進展する事故においても放射線被ばくによる重篤な確定的影響を回避し又は最小

化するため、放射性物質の環境への放出前の段階から、原子力施設等の状態が原

子力災害対策指針等に基づく次に掲げる区分のいずれに該当するかに応じて、避

難等の予防的な防護措置を準備し、実施することとする。なお、事態の規模、時

間的な推移に応じて、国の指示によってＰＡＺの範囲外においても段階的に避難

等の予防的な防護措置を実施することがある。 

（略） 

・情報収集事態（泊村（所在村）で震度５弱又は震度５強の地震が発生した事態

をいう。以下同じ。） 

・警戒事態 

・施設敷地緊急事態 

・全面緊急事態 

第６節（略） 

第７節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

 １～３（略） 

 ４ 関係町村 

事務又は業務 連絡の窓口 

（略） 泊村企画振興課 

共和町企画振興課 

岩内町危機管理課 

神恵内村総務課 

寿都町総務財政課 

蘭越町総務課 

ニセコ町総務課 

倶知安町総務課 

積丹町総務課 

古平町企画課 

仁木町企画課 

余市町総務課 

赤井川村総務課 

第１章 総則 

第１節～第４節（略） 

第５節 原子力災害対策重点区域の区分等に応じた防護措置の準備及び実施 

１ 原子力施設等の状態に応じた防護措置の準備及び実施 

ＰＡＺにおいては、原子力施設において異常事態が発生した場合には、急速に 

進展する事故においても放射線被ばくによる重篤な確定的影響を回避し又は最小

化するため、放射性物質の環境への放出前の段階から、原子力施設等の状態が原 

子力災害対策指針等に基づく次に掲げる区分のいずれに該当するかに応じて、避

難等の予防的な防護措置を準備し、実施することとする。なお、事態の規模、時 

間的な推移に応じて、国の指示によってＰＡＺの範囲外においても段階的に避難

等の予防的な防護措置を実施することがある。 

（略） 

（１）情報収集事態（泊村（所在村）で震度５弱又は震度５強の地震が発生した事

態をいう。以下同じ。） 

（２）警戒事態 

（３）施設敷地緊急事態 

（４）全面緊急事態 

第６節（略） 

第７節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

 １～３（略） 

 ４ 関係町村 

事務又は業務 連絡の窓口 

（略） 泊村総務企画課 

共和町企画振興課 

岩内町危機管理課 

神恵内村総務課 

寿都町総務財政課 

蘭越町総務課 

ニセコ町総務課 

倶知安町総務課 

積丹町総務課 

古平町企画課 

仁木町総務課 

余市町総務課 

赤井川村総務課 
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

  ５～７（略） 

８ 指定公共機関 

機関名 事務又は業務 連絡の窓口 

日本郵便株式会社北海道支社 （略） 総務・人事部 

北海道旅客鉄道株式会社 （略） 工事課 

（略） （略） （略） 

ＫＤＤＩ株式会社北海道総支

社 

移動電気通信の確

保に関すること。 

管理部 

ソフトバンク株式会社 （略） 東北・北海道総務課 

（略） （略） （略） 

９～11（略） 

 

第２章 原子力災害事前対策 

 第１節～第２節（略） 

 第３節 避難収容活動体制の整備 

  １ 避難等に関する計画の作成 

  （１）（略） 

（２）関係町村は、避難行動の単位となる対象地区ごとに、次の事項をあらかじめ

把握し、又は定めておくものとする。 

（ア）人口 

（イ）地区の連絡責任者 

（ウ）バス集合場所（所在地） 

（エ）避難所（所在地） 

（オ）避難方法及び避難経路 

（カ）コンクリート施設（名称、所在地、収容可能人員数） 

（キ）自家用自動車（船舶）数 

（ク）移送を要する推定人員 

（ケ）その他必要事項 

（３）（略） 

  ２ 避難所等の確保等 

（１）（略） 

（２）一時滞在場所の整備 

     道は、関係町村の住民が、旅館又はホテル等へ避難するまでの間、一時滞在 

場所が必要とされる場合に備え、周辺市町村へ一時滞在場所の設置や避難者の

受け入れができるよう、周辺市町村と連携を図ることとし、具体的な避難・受入

  ５～７（略） 

８ 指定公共機関 

機関名 事務又は業務 連絡の窓口 

日本郵便株式会社北海道支社 （略） 総務   部 

北海道旅客鉄道株式会社 （略） 総務部 

（略） （略） （略） 

ＫＤＤＩ株式会社      

  

  電気通信の確

保に関すること。 

北海道総支社管理部 

ソフトバンク株式会社 （略） 東北・北海道人事総務課 

（略） （略） （略） 

９～11（略） 

 

第２章 原子力災害事前対策 

 第１節～第２節（略） 

 第３節 避難収容活動体制の整備 

  １ 避難等に関する計画の作成 

  （１）（略） 

（２）関係町村は、避難行動の単位となる対象地区ごとに、次の事項をあらかじめ  

把握し、又は定めておくものとする。 

ア 人口 

イ 地区の連絡責任者 

ウ バス集合場所（所在地） 

エ 避難所（所在地） 

オ 避難方法及び避難経路 

カ コンクリート施設（名称、所在地、収容可能人員数） 

キ 自家用自動車（船舶）数 

ク 移送を要する推定人員 

ケ その他必要事項 

（３）（略） 

２ 避難所等の確保等 

（１）（略） 

（２）一時滞在場所の整備 

   道は、関係町村の住民等が、旅館又はホテル等へ避難するまでの間、一時滞在

場所が必要とされる場合に備え、周辺市町村へ一時滞在場所の設置や避難者の

受け入れができるよう、周辺市町村と連携を図ることとし、具体的な避難・受入
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

方法を含めた手順等を定めるよう努めることとする。 

  （３）～（４）（略） 

  ３～７（略） 

第４節（略） 

第５節 緊急時モニタリング体制の整備 

（略） 

１ 緊急時モニタリング要員等の体制整備 

（１）（略） 

（２）国等の体制整備 

国（原子力規制委員会）、指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究

開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）及び北海道電力を除く

原子力事業者は、原子力災害時に現地に動員すべきモニタリング要員の動員体

制を確保することとされている。 

  （３）（略） 

２（略） 

第６節～第13節（略） 

 

第３章 緊急事態応急対策 

第１節 事故状況等の把握及び通報連絡 

 １～２（略） 

 ３ 施設敷地緊急事態発生情報の連絡 

 （１）（略） 

 （２）国の通報連絡 

ア 原子力規制委員会は、通報を受けた事象について、原子力緊急事態が発生

しているか否かの判断を直ちに行い、事象の概要、事象の今後の進展の見通

し等事故情報等について道、関係町村、北海道警察本部及び公衆に連絡する

ものとする。また、原子力規制委員会は、関係する市町村に対して、次のと

おり要請する。 

・ＰＡＺ内の町村に対しては、施設敷地緊急事態要避難者を対象とした  

避難等の予防的防護措置や、施設敷地緊急事態要避難者以外の住民等  

を対象とした避難等の予防的防護措置の準備（避難先、輸送手段の確   

保等）を行うこと。 

・ＵＰＺ内の町村に対しては、屋内退避の準備を行うこと。 

・ＵＰＺ外の市町村に対しては、避難した施設敷地緊急事態要避難者の  

受入れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難準備（避難   

方法を含めた手順等を定めるよう努めることとする。 

  （３）～（４）（略） 

  ３～７（略） 

第４節（略） 

第５節 緊急時モニタリング体制の整備 

（略） 

１ 緊急時モニタリング要員等の体制整備 

（１）（略） 

（２）国等の体制整備 

国（原子力規制委員会）、指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究

開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）及び北海道電力株式会

社を除く原子力事業者は、原子力災害時に現地に動員すべきモニタリング要員

の動員体制を確保することとされている。 

  （３）（略） 

２（略） 

第６節～第13節（略） 

 

第３章 緊急事態応急対策 

第１節 事故状況等の把握及び通報連絡 

 １～２（略） 

 ３ 施設敷地緊急事態発生情報の連絡 

 （１）（略） 

 （２）国の通報連絡 

ア 原子力規制委員会は、通報を受けた事象について、原子力緊急事態が発生

しているか否かの判断を直ちに行い、事象の概要、事象の今後の進展の見通

し等事故情報等について道、関係町村、北海道警察本部及び公衆に連絡する

ものとする。また、原子力規制委員会は、関係する市町村に対して、次のと 

おり要請する。 

（ア）ＰＡＺ内の町村に対しては、施設敷地緊急事態要避難者を対象とした

避難等の予防的防護措置や、施設敷地緊急事態要避難者以外の住民等

を対象とした避難等の予防的防護措置の準備（避難先、輸送手段の確

保等）を行うこと。 

（イ）ＵＰＺ内の町村に対しては、屋内退避の準備を行うこと。 

（ウ）ＵＰＺ外の市町村に対しては、避難した施設敷地緊急事態要避難者の

受入れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民等の避難準備（避難
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

先、輸送手段の確保等）に協力すること。 

    イ（略） 

  （３）道の通報連絡 

ア（略） 

イ 道は、原子力防災管理者及び国から通報連絡を受けた事項について、次に

掲げる事項に留意し関係町村及び防災関係機関に対して連絡するものとす

る。 

・ＰＡＺ内の町村と同様の情報をＵＰＺ内の町村に連絡すること 

・ＵＰＺ内の町村に連絡する際には、ＰＡＺ内の住民避難が円滑に進むよう 

配慮願う旨を連絡すること 

（４）～（５）（略） 

  ４～５（略） 

第２節 応急活動体制 

 １ 配備体制及び災害対策本部等の設置 

  （略） 

   また、配備体制の基準及び災害対策本部等の設置は、次のとおりとする。 

体制 
区分 

配備体制の基準 
本部 
設置 

配備体制 

第
１
非
常
配
備 

原子力規制委員
会から情報収集事
態の発生通報を受
けた場合など、情
報収集事態の発生
を認知したとき 

 総務部危機対策局、総合政策部知事室
広報広聴課、総合政策部次世代社会戦
略局情報政策課、環境生活部環境保全
局、環境生活部自然環境局、保健福祉部
地域医療推進局地域医療課、後志総合
振興局及び原子力環境センターの所要
人員で情報収集、通報連絡を行い、状況
により、警戒本部の設置に移行できる
体制とする。 

第
２
非
常
配
備 

（略） 
 
 
 
 

（
略
） 

（略） 

第
３
非
常
配
備 

（略） 
 
 
 
 

（
略
） 

（略） 

先、輸送手段の確保等）に協力すること。 

イ（略） 

  （３）道の通報連絡 

ア（略） 

イ 道は、原子力防災管理者及び国から通報連絡を受けた事項について、次に

掲げる事項に留意し関係町村及び防災関係機関に対して連絡するものとす

る。 

（ア）ＰＡＺ内の町村と同様の情報をＵＰＺ内の町村に連絡すること 

（イ）ＵＰＺ内の町村に連絡する際には、ＰＡＺ内の住民避難が円滑に進む 

よう配慮願う旨を連絡すること 

（４）～（５）（略） 

４～５（略） 

第２節 応急活動体制 

 １ 配備体制及び災害対策本部等の設置 

  （略） 

   また、配備体制の基準及び災害対策本部等の設置は、次のとおりとする。 

体制 
区分 

配備体制の基準 
本部 
設置 

配備体制 

第
１
非
常
配
備 

原子力規制委員
会から情報収集事
態の発生通報を受
けた場合など、情報
収集事態の発生を
認知したとき 

 総務部危機対策局、総務部イノベーシ
ョン推進局情報政策課、総合政策部知
事室広報広聴課、環境生活部環境保全
局、環境生活部自然環境局、保健福祉
部地域医療推進局地域医療課、後志総
合振興局及び原子力環境センターの
所要人員で情報収集、通報連絡を行
い、状況により、警戒本部の設置に移
行できる体制とする。 

第
２
非
常
配
備 

（略） 
 
 
 
 

（
略
） 

（略） 

第
３
非
常
配
備 

（略） 
 
 
 
 

（
略
） 

（略） 
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

 ２ 第１非常配備（初期活動体制） 

 （１）（略） 

第１非常配備（初期活動体制）は、図３－２－１のとおりとする。 

図３－２－１ 第１非常配備（初期活動体制） 

［本 庁］ 

部 名 課 名 所 掌 事 務 

総務部 （略） 

 

 

（略） 

総合政策

部 

（略） （略） 

次世代社会戦略局情報政策課 防災無線の統制に関すること。 

環境生活

部 

（略） （略） 

保健福祉

部 

（略） （略） 

［現 地］ 

（略） 

 ３ 第２非常配備（原子力災害警戒本部の設置） 

（１）原子力災害警戒本部の設置及び組織等 

（略） 

第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務）は図３－２－２、第２非

常配備（現地警戒本部の組織及び主な所掌事務）は図３－２－３のとおりとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 第１非常配備（初期活動体制） 

 （１）（略） 

第１非常配備（初期活動体制）は、図３－２－１のとおりとする。 

図３－２－１ 第１非常配備（初期活動体制） 

［本 庁］ 

部 名 課 名 所 掌 事 務 

総務部 （略） （略） 

イノベーション推進局情報政

策課 

防災無線の統制に関すること。 

総合政策

部 

（略） （略） 

環境生活

部 

（略） （略） 

保健福祉

部 

（略） （略） 

［現 地］ 

（略） 

 ３ 第２非常配備（原子力災害警戒本部の設置） 

（１）原子力災害警戒本部の設置及び組織等 

（略） 

第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務）は図３－２－２、第２非 

常配備（現地警戒本部の組織及び主な所掌事務）は図３－２－３のとおりとす 

る。 
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

図３－２－２ 第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－２ 第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 警戒本部の設置及び廃止に関すること。
2 警戒本部の運営及び連絡調整に関すること。
3 関係省庁事故対策連絡会議及び防災関係機関との連絡に関すること。
4 現地警戒本部に対する指示及び連絡に関すること。
5 緊急時モニタリングに関すること。

広報に関すること。

防災通信回線の確保に関すること。

輸送対策に関すること。

緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

1 災害救助法に基づく応急救助計画の作成及び実施に関すること。
2 市町村における応急救助の実施指導に関すること。

原子力災害医療活動に関すること。

医療機関の避難先の調整に関すること。

健康管理に関すること。

社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観光客の避難等の調整等に関すること。

道路交通の確保に関すること。

関係部（局）課の災害応急対策の準備に関すること。

現地警戒本部

地域医療推進局医務薬務課

健 康 安 全 局 地 域 保 健 課

福 祉 局 地 域 福 祉 課

原 子 力 災 害 医 療 チ ー ム

経 済 班 観 光 局

建 設 班 建設政策局維持管理防災課

関 係 班 関 係 部 （ 局 ） 課

自 然 環 境 局

保 健 福 祉 班 保 健 福 祉 部 総 務 課

地域医療推進局地域医療課
本部連絡員

警戒副本部長
〔副知事〕

次世代社会戦略局情報政策課

交 通 政 策 局 交 通 企 画 課

本部員

環 境 生 活 班 環 境 保 全 局

（報道責任者：班長）

危 機 管 理 班 危 機 対 策 局

警戒本部長
〔知　事〕

総 合 政 策 班 知 事 室 広 報 広 聴 課

危 機 管 理 監

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

建 設 部 長

関 係 部 長

1 警戒本部の設置及び廃止に関すること。
2 警戒本部の運営及び連絡調整に関すること。
3 関係省庁事故対策連絡会議及び防災関係機関との連絡に関すること。
4 現地警戒本部に対する指示及び連絡に関すること。
5 緊急時モニタリングに関すること。

防災通信回線の確保に関すること。

広報に関すること。

輸送対策に関すること。

緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

1 災害救助法に基づく応急救助計画の作成及び実施に関すること。
2 市町村における応急救助の実施指導に関すること。

原子力災害医療活動に関すること。

医療機関の避難先の調整に関すること。

健康管理に関すること。

社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観光客の避難等の調整等に関すること。

道路交通の確保に関すること。

関係部（局）課の災害応急対策の準備に関すること。

関 係 班 関 係 部 （ 局 ） 課

現地警戒本部

警戒本部長
〔知　事〕

警戒副本部長
〔副知事〕

本部員

総 務 班 イノベーション推進局情報政策課

健 康 安 全 局 地 域 保 健 課

福 祉 局 地 域 福 祉 課

原 子 力 災 害 医 療 チ ー ム

経 済 班 観 光 局

建 設 班 建設政策局維持管理防災課

自 然 環 境 局

保 健 福 祉 班 保 健 福 祉 部 総 務 課

地域医療推進局地域医療課

本部連絡員

地域医療推進局医務薬務課

交 通 政 策 局 交 通 企 画 課

環 境 生 活 班 環 境 保 全 局

危 機 管 理 班 危 機 対 策 局

総 合 政 策 班 知 事 室 広 報 広 聴 課
（報道責任者：班長）

危 機 管 理 監

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

建 設 部 長

関 係 部 長



7 

 

現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

図３－２－３ 第２非常配備（現地警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 
（２）～（４）（略） 

 ４ 第３非常配備（災害対策本部の設置） 

 （１）災害対策本部の設置及び組織等 

（略） 

第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務）は、図３－２－４の

とおりとする。 

 

 

 

 

 

図３－２－３ 第２非常配備（現地警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 
（２）～（４）（略） 

 ４ 第３非常配備（災害対策本部の設置） 

 （１）災害対策本部の設置及び組織等 

（略） 

第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務）は、図３－２－４の 

とおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（所掌事務） （所掌事務） （所掌事務） （所掌事務）

１　現地警戒本部の統括に関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（他班の所掌
　事務に関することを除く。）
３ 情報の収集及び伝達に関すること
４ 現地警戒本部の庶務に関すること

１　緊急時モニタリングに関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

１　原子力災害医療活動の準備に関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

１　住民の防護対策に関すること
２　生活物資の供給に関すること
３　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

副班長 後志総合振興局
危機対策室主幹
後志総合振興局
社会福祉課主幹

班　員 後志総合振興局
総務課員
後志総合振興局
地域政策課員
後志総合振興局
危機対策室員
原子力環境セン
ター所員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
環境生活課員
原子力環境セン
ター所員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
岩内地域保健室員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
農務課員
後志総合振興局
農村振興課員
後志総合振興局
林務課員
後志総合振興局
水産課員
後志総合振興局
社会福祉課員
後志総合振興局
保健行政室員
後志総合振興局
岩内地域保健室員
後志総合振興局
小樽建設管理部員
その他派遣要員

副班長 後志総合振興局
地域政策課主査
後志総合振興局
総務課主幹

副班長 原子力環境セン
ター次長

副班長 後志総合振興局
岩内地域保健室
次長
後志総合振興局
保健行政室企画
総務課長

住民生活班

後志総合振興局
岩内地域保健室長

班　長 後志総合振興局
くらし・子育て
担当部長

班　長 後志総合振興局
地域政策課長

班　長 原子力環境セン
ター所長

班　長

警戒本部長
〔知事〕

現地警戒本部長
〔後志総合振興局長〕

現地警戒副本部長
〔後志総合振興局地域創生部長〕

総務調整班 緊急時モニタリング班 医　療　班

（所掌事務） （所掌事務） （所掌事務） （所掌事務）

１　現地警戒本部の統括に関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（他班の所掌
　事務に関することを除く。）
３ 情報の収集及び伝達に関すること
４ 現地警戒本部の庶務に関すること

１　緊急時モニタリングに関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

１　原子力災害医療活動の準備に関すること
２　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

１　住民の防護対策に関すること
２　生活物資の供給に関すること
３　警戒本部、関係町村及び現地防災関係機
　関との連絡調整に関すること（所掌事務に
　関することに限る。）

副班長 後志総合振興局
危機対策室主幹
後志総合振興局
社会福祉課主幹

班　員 後志総合振興局
総務課員
後志総合振興局
地域政策課員
後志総合振興局
危機対策室員
原子力環境セン
ター所員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
環境生活課員
原子力環境セン
ター所員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
岩内地域保健室員
その他派遣要員

班　員 後志総合振興局
農務課員
後志総合振興局
農村振興課員
後志総合振興局
林務課員
後志総合振興局
水産課員
後志総合振興局
社会福祉課員
後志総合振興局
保健行政室員
後志総合振興局
岩内地域保健室員
後志総合振興局
小樽建設管理部員
その他派遣要員

副班長 後志総合振興局
危機対策室主査
後志総合振興局
総務課主幹

副班長 原子力環境セン
ター次長

副班長 後志総合振興局
岩内地域保健室
次長
後志総合振興局
保健行政室企画
総務課長

住民生活班

班　長 後志総合振興局
地域政策課長

班　長 原子力環境セン
ター所長

班　長 後志総合振興局
岩内地域保健室長

班　長 後志総合振興局
くらし・子育て
担当部長

警戒本部長
〔知事〕

現地警戒本部長
〔後志総合振興局長〕

現地警戒副本部長
〔後志総合振興局地域創生部長〕

総務調整班 緊急時モニタリング班 医　療　班
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

図３－２－４ 第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務） 

 
（２）～（７）（略） 

 （８）自然災害及び原子力災害の複合災害への対応 

道は、自然災害及び原子力災害の複合災害が発生した場合には、自然災害に

対応するため先行して設置される災害対策本部に、道としての情報収集、意思

決定、指示・調整を一元化する。 

この場合においては、災害対策本部危機管理班に「原子力災害対策チーム」

（警戒事態にあっては、「原子力災害警戒チーム」）を設置し、住民や防災業務

関係者の放射線防護対策、緊急時モニタリング、原子力災害医療など、原子力

災害固有の課題に係る必要な対応や各班に対する要請・助言を行うものとする。 

図３－２－４ 第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務） 

 
（２）～（７）（略） 

 （８）自然災害及び原子力災害の複合災害への対応 

道は、自然災害及び原子力災害の複合災害が発生した場合には、自然災害に 

対応するため先行して設置される災害対策本部に、道としての情報収集、意思

決定、指示・調整を一元化する。 

この場合においては、災害対策本部危機管理班に「原子力災害対策チーム」

（警戒事態にあっては、「原子力災害警戒チーム」）を設置し、住民等や防災業務 

関係者の放射線防護対策、緊急時モニタリング、原子力災害医療など、原子力 

災害固有の課題に係る必要な対応や各班に対する要請・助言を行うものとする。 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載方法の

統一 

 

１ 立入制限措置及び退避等の誘導と警戒警備に関すること。
２ 交通秩序の維持に関すること。（北海道警察本部）

教 育 対 策 本 部 文教対策及び教育施設との連絡に関すること。

企 業 班

道 立 病 院 班

地 方 本 部 １ 管内市町村（関係町村を除く）への連絡調整に関すること。
２ 避難所等への生活必需物資の需給調整に関すること。後志総合振興局

　 ※　避難先自治体を所管区域に含む胆振総合振興局及び石狩振興局においては、必要な体制を整備するものとする。

（北海道教育庁）

現 地 本 部

東 京 地 方 本 部

（東京事務所）

災 害 警 備 本 部

建 設 班 維 持 管 理 防 災 課 道路交通の確保に関すること｡

出 納 班 調 達 課 救援物資の出納保管に関すること。

水 産 林 務 班 総 務 課 水産物・林産物の採取及び出荷に関すること｡

原子力災害医療チーム 被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観 光 局 観光客の避難等の調整等に関すること。

農 政 班
農 政 課

１ 農畜産物の収穫及び出荷に関すること｡
２ 災害時の応急食糧の供給に関すること｡

本部連絡員

経 済 班 中 小 企 業 課 災害時における商工業に係る物資の流通対策に関すること｡

地 域 保 健 課 健康管理に関すること｡

食 品 衛 生 課 飲食物の摂取制限に関すること。

地 域 福 祉 課 社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

医 務 薬 務 課
１ 医薬品の確保に関すること。
２ 医療機関の避難先の調整に関すること。

環 境 生 活 班
環 境 保 全 局

１ 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。
２ 飲料水の供給等に関すること｡

保 健 福 祉 班 総 務 課 市町村における災害救助法に基づく応急救助の実施指導に関すること。

地 域 医 療 課 原子力災害医療活動に関すること。

本部員

自 然 環 境 局 　緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

情 報 政 策 課 防災通信回線の確保に関すること。

副本部長 交 通 企 画 課 輸送対策に関すること。

国 際 課 災害情報の多言語発信等に関すること。

危機管理班

危 機 対 策 局

１ 災害の状況、対策措置状況等の収集及び報告に関すること。
２ 災害対策本部の設置、運営及び廃止に関すること。
３ 現地本部に対する指示及び連絡に関すること。
４ 国の原子力災害対策本部及び防災関係機関との連絡に関すること。
５ 市町村長に対する指示及び連絡に関すること。
６ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。
７ 緊急時モニタリングに関すること。総務班

本部長
〔知　事〕 総合政策班

広 報 広 聴 課
１ 災害広報の企画実施に関すること。
２ 報道機関との連絡調整に関すること。（報道責任者:班長）

警 察 本 部 長

教 育 長

公営企業管理者

病院事業管理者

危 機 管 理 監

総 務 部 長

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

経 済 部 長

農 政 部 長

水 産 林 務 部 長

建 設 部 長

会 計 管 理 者

危機対策課

原子力安全対策課

　 ※　避難先自治体を所管区域に含む胆振総合振興局及び石狩振興局においては、必要な体制を整備するものとする。

１ 管内市町村（関係町村を除く）への連絡調整に関すること。
２ 避難所等への生活必需物資の需給調整に関すること。

総 務 班 情 報 政 策 課 防災通信回線の確保に関すること。

（北海道教育庁）

現 地 本 部

文教対策及び教育施設との連絡に関すること。

１ 立入制限措置及び退避等の誘導と警戒警備に関すること。
２ 交通秩序の維持に関すること。

東 京 地 方 本 部

（東京事務所）

災 害 警 備 本 部

（北海道警察本部）

教 育 対 策 本 部

企 業 班

道 立 病 院 班

地 方 本 部

後志総合振興局

建 設 班 維 持 管 理 防 災 課 道路交通の確保に関すること｡

出 納 班 調 達 課 救援物資の出納保管に関すること。

観 光 局 観光客の避難等の調整等に関すること。

農 政 班
農 政 課

１ 農畜産物の収穫及び出荷に関すること｡
２ 災害時の応急食糧の供給に関すること｡

水 産 林 務 班 総 務 課 水産物・林産物の採取及び出荷に関すること｡

原子力災害医療チーム 被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

本部連絡員

経 済 班 中 小 企 業 課 災害時における商工業に係る物資の流通対策に関すること｡

地 域 保 健 課 健康管理に関すること｡

食 品 衛 生 課 飲食物の摂取制限に関すること。

地 域 福 祉 課 社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

保 健 福 祉 班 総 務 課 市町村における災害救助法に基づく応急救助の実施指導に関すること。

地 域 医 療 課 原子力災害医療活動に関すること。

医 務 薬 務 課
１ 医薬品の確保に関すること。
２ 医療機関の避難先の調整に関すること。

環 境 生 活 班
環 境 保 全 局

１ 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。
２ 飲料水の供給等に関すること｡

本部員

自 然 環 境 局 　緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

副本部長

交 通 企 画 課 輸送対策に関すること。

国 際 課 災害情報の多言語発信等に関すること。

危機管理班

危 機 対 策 局

１ 災害の状況、対策措置状況等の収集及び報告に関すること。
２ 災害対策本部の設置、運営及び廃止に関すること。
３ 現地本部に対する指示及び連絡に関すること。
４ 国の原子力災害対策本部及び防災関係機関との連絡に関すること。
５ 市町村長に対する指示及び連絡に関すること。
６ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。
７ 緊急時モニタリングに関すること。

本部長
〔知　事〕

総合政策班
広 報 広 聴 課

１ 災害広報の企画実施に関すること。
２ 報道機関との連絡調整に関すること。（報道責任者:班長）

警 察 本 部 長

教 育 長

公営企業管理者

病院事業管理者

危 機 管 理 監

総 務 部 長

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

経 済 部 長

農 政 部 長

水 産 林 務 部 長

建 設 部 長

会 計 管 理 者

危機対策課

原子力安全対策課
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

（９）原子力被災者生活支援チームとの連携 

道は、国が設置する原子力被災者生活支援チームと連携し、子ども等をはじ

めとする健康管理調査等の推進、環境放射線モニタリングの総合的な推進、適切

な役割分担のもと汚染廃棄物の処理や除染等を推進するものとする。 

 

  （10）（略） 

第３節 住民等に対する広報及び指示伝達 

 １（略） 

 ２ 道の行う広報及び指示伝達 

（１）道は、原子力災害の状況（原子力事業所等の事故の状況、緊急時モニタリン

グの結果、参考となる気象情報等）、農林畜水産物の放射性核種濃度測定の結果

及び出荷制限等の状況、道が講じている対策に関する情報、交通規制、避難経

路や避難所等周辺住民に役立つ正確かつきめ細やかな情報を、災害対応の段 

階や場所に応じて適切に提供するものとする。 

 （２）～（３）（略） 

（４）道は、道民に対して、テレビ、ラジオ、新聞や道のホームページ（インターネ

ット）等を通じて必要な情報を提供するとともに、電話使用の自粛など災害対

策の円滑な実施に対する協力を求めるものとする。 

 

 

 （５）（略） 

（６）道は、住民等からの問い合わせに対応するために、住民問い合わせ窓口を設

置し、必要な情報提供を行う。 

 （７）道が行う広報事項は、おおむね次のとおりとする。 

（ア）事故の概要 

（イ）泊発電所における対策状況 

（ウ）災害の現況及び今後の予測 

（エ）道及び関係町村並びに防災関係機関の対策状況 

（オ）住民等のとるべき措置及び注意事項 

（カ）避難経路における渋滞情報等 

（キ）その他必要と認める事項 

（８）（略） 

 ３ 関係町村の行う広報及び指示伝達 

関係町村は、道から指示又は情報の提供を受けた場合は、住民等に対し、広報

車、有線放送、防災行政無線、ファクシミリ、緊急速報メール等の広報手段をも

（９）原子力被災者生活支援チームとの連携 

道は、国が北海道庁に設置する原子力被災者自治体支援チームなどの原子力

被災者生活支援チームと連携し、子ども等をはじめとする健康管理調査等の推

進、環境放射線モニタリングの総合的な推進、適切な役割分担のもと汚染廃棄

物の処理や除染等を推進するものとする。 

  （10）（略） 

第３節 住民等に対する広報及び指示伝達 

  １（略） 

  ２ 道の行う広報及び指示伝達 

（１）道は、原子力災害の状況（原子力事業所等の事故の状況、緊急時モニタリン  

グの結果、参考となる気象情報等）、農林畜水産物の放射性核種濃度測定の結果

及び出荷制限等の状況、道が講じている対策に関する情報、交通規制、避難経 

路や避難所等周辺住民等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を、災害対応の段

階や場所に応じて適切に提供するものとする。 

（２）～（３）（略） 

（４）道は、道民に対して、テレビ、ラジオ、新聞や道のホームページ（インターネ

ット）等を通じて必要な情報を提供するものとする。 

また、インターネット上の偽情報・誤情報の流通・拡散の状況を把握しつつ、

住民等が的確な情報を入手するための注意喚起を図るとともに、電話使用の自

粛など災害対策の円滑な実施に対する協力を求めるものとする。 

（５）（略） 

（６）道は、住民等からの問い合わせに対応するために、住民相談窓口の設置等をし、

必要な情報提供を行う。 

 （７）道が行う広報事項は、おおむね次のとおりとする。 

ア 事故故の概要 

イ 泊発電所における対策状況 

ウ 災害の現況及び今後の予測 

エ 道及び関係町村並びに防災関係機関の対策状況 

オ 住民等のとるべき措置及び注意事項 

カ 避難経路における渋滞情報等 

キ その他必要と認める事項 

（８）（略） 

  ３ 関係町村の行う広報及び指示伝達 

関係町村は、道から指示又は情報の提供を受けた場合は、防災関係機関と連携

し、住民等に対し、広報車、無人航空機、有線放送、防災行政無線、ファクシミリ、
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

って迅速かつ的確に伝達し、広報の徹底に努めるものとする。 

（略） 

 

  ４～５（略） 

第４節（略） 

 第５節 防護対策 

 （略） 

  １ 防護対策の実施 

  （１）（略） 

  （２）避難等の指示 

    ア～イ（略） 

    ウ 関係町村長は、知事から避難等の指示等を受けたときは、あらかじめ指定

した旅館又はホテル等、避難経路等を周知し、防護対策区域内の住民等に対

して、避難等の措置を講ずるものとする。 

 

 

 

 

    エ（略） 

  （３）避難等の方法 

    ア 避難等は、バス等による輸送、鉄道輸送、海上輸送、航空輸送のほか自家用

車によるものとし、関係町村長は、避難計画において、具体的な避難等の方法

をあらかじめ定めるものとする。 

また、道は、関係町村の避難等が円滑に行われるよう支援するものとする。 

（略） 

 

イ～ウ（略） 

エ 関係町村は、ＯＩＬに基づく避難等の指示を受けた住民に対して、原子力

災害対策重点区域の境界周辺等において、避難退域時検査を受けるよう周知

するものとする。 

オ（略） 

（４）屋内退避の指示 

  ア～イ（略） 

  ウ 関係町村長は、地震等により、家屋における屋内退避が困難な場合には、

当該町村内の避難所等で屋内退避させるものとし、当該町村内の避難所等の

緊急速報メール等の広報手段をもって迅速かつ的確に伝達し、広報の徹底に努め

るものとする。 

（略） 

  ４～５（略） 

第４節（略） 

第５節 防護対策 

 （略） 

  １ 防護対策の実施 

  （１）（略） 

  （２）避難等の指示 

    ア～イ（略） 

    ウ 関係町村長は、知事から避難等の指示等を受けたときは、あらかじめ指定 

した旅館又はホテル等、避難経路等を周知し、防護対策区域内の住民等に対 

して、避難等の措置を講ずるものとする。なお、道は、原子力災害合同対策協

議会等において道路管理者と相互に密接な連絡をとり、避難経路（基本避難経

路及びその他避難経路）の通行状況に関する情報を把握の上、関係町村と共有

し、関係町村長は、当該情報等を基に安全な通行が可能な避難経路を住民等に

周知するものとする。 

    エ（略） 

  （３）避難等の方法 

ア 避難等は、自家用車又はバスにより行うものとし、関係町村長は、避難計画

において、具体的な避難等の方法をあらかじめ定めるものとする。 

また、道は、関係町村の避難等が円滑に行われるよう支援するものとし、道

路寸断等により自家用車又はバスによる避難等が困難となった場合には、必

要に応じて防災関係機関に対し、航空輸送や海上輸送、鉄道輸送を要請する。 

（略） 

イ～ウ（略） 

エ 関係町村は、ＯＩＬに基づく避難等の指示を受けた住民等に対して、原子 

力災害対策重点区域の境界周辺等において、避難退域時検査を受けるよう周

知するものとする。 

オ（略） 

（４）屋内退避の指示 

  ア～イ（略） 

  ウ 関係町村長は、自然災害等により家屋が損壊等をし屋内退避が困難となっ

た場合には、当該町村内の避難所や気密性の向上等の放射線防護対策の機能
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

利用が困難な場合は、隣接する市町村の避難所等の利用について、道に調整

を要請する。 

 

  エ 知事は、関係町村長からウの要請があった場合には、隣接する市町村と調

整し、避難所等を確保するものとし、近隣の避難所等の利用が困難な場合に

は、地震等による影響がない避難所等を､ＵＰＺ内外を含め選定するものとす

る。 

オ～カ（略） 

（５）屋内退避の方法 

屋内退避は、原則として住民等が自宅内にとどまるものとする。 

ア 関係町村は、防護対策区域内の戸外にいる住民等に対し、速やかに自宅に

戻るか、又は近くの公共施設等に退避するよう指示するものとする。 

 

イ（略） 

  （６）早期避難が困難な要配慮者の屋内退避 

ア 関係町村長は、避難等の指示があった区域内の住民のうち、病院や社会福

祉施設等に在所していることや在宅で介護を受けていること等により早期の

避難が困難な住民で、健康上の理由等から、避難よりも一旦屋内退避を優先

することが必要な場合にあっては、当該住民に対して、気密性の向上等の放

射線防護対策を講じた施設又はコンクリート建物での屋内退避を指示するも

のとする。 

イ（略） 

ウ 道及び関係町村は、アの屋内退避に当たって、医薬品等を含めた支援物資

の提供や住民の放射線防護について留意するとともに、必要に応じて職員を

派遣して住民の保護に当たらせるものとする。 

エ 道及び関係町村は、国と協議の上、アの屋内退避を行っている住民につい

て、避難先での受入体制を十分に整えた後に、住民の健康状態に十分配慮し

つつ、順次避難等を行うものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

を有する施設（以下「放射線防護施設」という。）等で屋内退避をするよう指

示するものとする。また、当該町村内の避難所等の利用が困難な場合は、隣接

する市町村の避難所等の利用について、道に調整を要請する。 

  エ 知事は、関係町村長からウの要請があった場合には、隣接する市町村と調 

整し、避難所等を確保するものとし、近隣の避難所等の利用が困難な場合に

は、自然災害等による影響がない避難所等を､ＵＰＺ内外を含め選定するもの

とする。 

オ～カ（略） 

（５）屋内退避の方法 

屋内退避は、原則として住民等が自宅等の屋内にとどまるものとする。 

ア 関係町村は、防護対策区域内の戸外にいる住民等に対し、速やかに自宅に

戻るか、又は近くの当該町村内の避難所等に退避するよう指示するものとす

る。 

イ（略） 

  （６）早期避難が困難な要配慮者の屋内退避 

ア 関係町村長は、避難等の指示があった区域内の住民等のうち、病院や社会

福祉施設等に在所していることや在宅で介護を受けていること等により早期

の避難が困難な住民で、健康上の理由等から、避難よりも一旦屋内退避を優

先することが必要な場合にあっては、当該住民に対して、放射線防護施設又

はコンクリート建物における屋内退避を指示するものとする。 

 

イ（略） 

ウ 道及び関係町村は、アの屋内退避に当たって、医薬品等を含めた支援物資

の提供や住民等の放射線防護について留意するとともに、必要に応じて職員

を派遣して住民等の保護に当たらせるものとする。 

エ 道及び関係町村は、国と協議の上、アの屋内退避を行っている住民等につ

いて、避難先での受入体制を十分に整えた後に、住民等の健康状態に十分配

慮しつつ、順次避難等を行うものとする。 

オ 関係町村長は、自然災害等により放射線防護施設等が損壊等をし屋内退避

が困難となった場合には、当該町村内の避難所や他の放射線防護施設等で屋

内退避をするよう指示するものとする。また、当該町村内の避難所等の利用

が困難な場合は、隣接する市町村の避難所等の利用について、道に調整を要

請する。 

カ 知事は、関係町村長からオの要請があった場合には、隣接する市町村と調

整し、避難所等を確保するものとし、近隣の避難所等の利用が困難な場合に
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

 

 

（７）（略） 

２ 町村の職員、消防職（団）員、警察官及びその他指示権者の命を受けた職員は、

緊密な連携の下、１－(２)で決定した防護対策区域内の避難行動の単位となる対

象地区ごとに、住民等の避難等の状況、渋滞情報等を確認しながら避難等の誘導

を実施するものとする。 

 （略） 

３～７（略） 

８ 警戒区域の設定 

  関係町村長は、住民の防護対策及び防護対策区域が決定された場合は、知事の

指導、助言を得て、基本法第63条第１項の規定に基づき、必要に応じ、警戒区域

を設定するものとする。 

（略） 

  ９～11（略） 

  12 応急対策活動に従事する民間事業者の防護対策 

道は、住民輸送業務、物資輸送業務及び道路等の復旧・維持に関する業務など

応急対策に被ばくの可能性がある環境下で従事する民間事業者が適切な被ばく管

理を行うため、防護服、個人線量計等必要な資機材の携帯等、安全を確保するた

め万全な対策を講ずるものとする。 

   （略） 

  13（略） 

第６節（略） 

第７節 原子力災害医療活動 

（略） 

  １ 原子力災害医療活動の基本的体制 

   （略） 

  （１）（略） 

  （２）原子力災害医療協力機関における対応 

原子力災害医療協力機関は、次の機能のうち、１項目以上を実施し、原子力

災害医療対策の実施に協力する。 

・被ばく傷病者等の初期診療及び救急医療を行うこと。 

・甲状腺被ばく線量モニタリングを実施するため、測定要員を派遣すること。 

・原子力災害医療派遣チームを編成し、その派遣を行うこと。 

・救護所への医療チーム（又は医療関係者）の派遣を行うこと。 

は、自然災害等による影響がない避難所等を､ＵＰＺ内外を含め選定するもの

とする。 

（７）（略） 

２ 町村の職員、消防職（団）員、警察官及びその他指示権者の命を受けた職員は、

緊密な連携の下、１－(２)で決定した防護対策区域内の避難行動の単位となる対

象地区ごとに、住民等の避難等の状況、避難経路の通行状況等を確認しながら避難

等の誘導を実施するものとする。 

 （略） 

３～７（略） 

８ 警戒区域の設定 

  関係町村長は、住民等の防護対策及び防護対策区域が決定された場合は、知事の

指導、助言を得て、基本法第63条第１項の規定に基づき、必要に応じ、警戒区域

を設定するものとする。 

 （略） 

  ９～11（略） 

  12 応急対策活動に従事する民間事業者の防護対策 

道は、住民等輸送業務、物資輸送業務及び道路等の復旧・維持に関する業務など

応急対策に被ばくの可能性がある環境下で従事する民間事業者が適切な被ばく管

理を行うため、防護服、個人線量計等必要な資機材の携帯等、安全を確保するため

万全な対策を講ずるものとする。 

   （略） 

  13（略） 

第６節（略） 

第７節 原子力災害医療活動 

（略） 

  １ 原子力災害医療活動の基本的体制 

   （略） 

  （１）（略） 

  （２）原子力災害医療協力機関における対応 

原子力災害医療協力機関は、次の機能のうち、１項目以上を実施し、原子力 

災害医療対策の実施に協力する。 

ア 被ばく傷病者等の初期診療及び救急医療を行うこと。 

イ 甲状腺被ばく線量モニタリングを実施するため、測定要員を派遣すること。 

ウ 原子力災害医療派遣チームを編成し、その派遣を行うこと。 

エ 救護所への医療チーム（又は医療関係者）の派遣を行うこと。 
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

・避難退域時検査実施のための放射性物質の検査チームの派遣を行うこと。 

・安定ヨウ素剤配布の支援を行うこと。 

・その他、原子力災害時に必要な支援を行うこと。 

（３）原子力災害拠点病院における対応 

原子力災害拠点病院は、汚染の有無にかかわらず傷病者等を受け入れ、被ば

くがある場合には、線量測定、除染処置及び専門的な医療対応を実施するとと

もに、必要に応じて入院診療等を行う。 

・シャワー設備等による身体の除染 

・局所又は高線量被ばく患者の診療 

・内部被ばくの可能性がある者の診療 

・合併症の根本的な治療 

・高度被ばく医療支援センター又は原子力災害医療・総合支援センターへの転

送の判断等 

・甲状腺被ばく線量モニタリングにおける詳細測定等 

・原子力災害医療派遣チームの編成・派遣 

（４）高度被ばく医療支援センターにおける対応 

高度被ばく医療支援センターは、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機

構、長崎大学、福島県立医科大学、広島大学及び弘前大学が担い、原子力災害

拠点病院で対応することが困難な高度専門的な除染、線量評価及び診療を実施

するとともに、原子力災害拠点病院等に対して必要な支援及び専門的助言を行

う。 

・重篤な外部被ばく患者の診療 

・長期的かつ専門的治療を要する内部被ばく患者の診療 

・重篤な合併症の診療 

・様々な医療分野にまたがる高度の総合的な集中治療等 

（５）原子力災害医療・総合支援センターにおける対応 

（略） 

なお、原子力災害拠点病院等における対応に加えて、次の診療等を行う。 

・高線量被ばく傷病者の救急治療 

・原子力災害医療派遣チームの派遣調整 

（６）道における対応 

（略） 

原子力災害医療チームは、現地警戒本部又は現地本部の医療班と連携して、

必要に応じて次の対応を行う。 

・被ばく傷病者等の搬送先を医療機関、消防機関等に指示 

オ 避難退域時検査実施のための放射性物質の検査チームの派遣を行うこと。 

カ 安定ヨウ素剤配布の支援を行うこと。 

キ その他、原子力災害時に必要な支援を行うこと。 

（３）原子力災害拠点病院における対応 

原子力災害拠点病院は、汚染の有無にかかわらず傷病者等を受け入れ、被ば

くがある場合には、線量測定、除染処置及び専門的な医療対応を実施するとと

もに、必要に応じて入院診療等を行う。 

ア シャワー設備等による身体の除染 

イ 局所又は高線量被ばく患者の診療 

ウ 内部被ばくの可能性がある者の診療 

エ 合併症の根本的な治療 

オ 高度被ばく医療支援センター又は原子力災害医療・総合支援センターへの

転送の判断等 

カ 甲状腺被ばく線量モニタリングにおける詳細測定等 

キ 原子力災害医療派遣チームの編成・派遣 

（４）高度被ばく医療支援センターにおける対応 

高度被ばく医療支援センターは、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機

構、長崎大学、福島県立医科大学、広島大学、弘前大学及び福井大学が担い、原

子力災害拠点病院で対応することが困難な高度専門的な除染、線量評価及び診

療を実施するとともに、原子力災害拠点病院等に対して必要な支援及び専門的

助言を行う。 

ア 重篤な外部被ばく患者の診療 

イ 長期的かつ専門的治療を要する内部被ばく患者の診療 

ウ 重篤な合併症の診療 

エ 様々な医療分野にまたがる高度の総合的な集中治療等 

（５）原子力災害医療・総合支援センターにおける対応 

（略） 

なお、原子力災害拠点病院等における対応に加えて、次の診療等を行う。 

ア 高線量被ばく傷病者の救急治療 

イ 原子力災害医療派遣チームの派遣調整 

（６）道における対応 

（略） 

原子力災害医療チームは、現地警戒本部又は現地本部の医療班と連携して、

必要に応じて次の対応を行う。 

ア 被ばく傷病者等の搬送先を医療機関、消防機関等に指示 
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

・他府県に対する原子力災害医療派遣チームの派遣要請 

・国の指示に基づき、安定ヨウ素剤の投与について伝達 

・国が備蓄する安定ヨウ素剤の受け入れの調整 

  ２ 避難住民等に対し原子力災害医療活動を実施する場合の体制 

  （１）～（２）（略） 

  （３）医療班の組織及び業務 

    ア（略） 

    イ 医療班等の編成基準及び業務 

チーム名 編成基準 業務 

企画調整 

チーム 

（略） 

 

（略） 

 

救護 

チーム 

（略） （略） 

医療 

チーム 

放射線医療に従事する医師、看護師、診療放

射線技師等によって編成する。 

（略） 

     （注）救急搬送は、消防機関の救急隊員等が当たる。 

    （略） 

  ３ 原子力災害医療活動等の実施 

  （１）（略） 

  （２）避難住民等に対する医療活動の実施内容 

    ア～エ（略） 

    オ 簡易除染の方法 

      検査の結果、ＯＩＬ４以下でない住民、40,000cpm（β線）以下でない車両

及び携行物品には、脱衣や拭き取りなどにより、簡易除染を行う。簡易除染に

よってもＯＩＬ４以下にならない住民等は、原子力災害拠点病院等に搬送す

るとともに、40,000cpm（β線）以下にならない車両等は、検査場所に一時保

管する等の措置を行う。 

ＯＩＬと防護措置について   （別添２） 

 カ～キ（略） 

（３）（略） 

  （４）安定ヨウ素剤の服用の指示等 

    ア 服用の指示 

 知事は、原子力緊急事態宣言が発出され、原子力規制委員会の判断に基づ

く原子力災害対策本部からのＰＡＺ内の住民に対する安定ヨウ素剤の服用指

示があった場合、避難住民等の放射線防護のため、避難対象区域を含む町村

イ 他府県に対する原子力災害医療派遣チームの派遣要請 

ウ 国の指示に基づき、安定ヨウ素剤の投与について伝達 

エ 国が備蓄する安定ヨウ素剤の受け入れの調整 

  ２ 避難住民等に対し原子力災害医療活動を実施する場合の体制 

  （１）～（２）（略） 

  （３）医療班の組織及び業務 

    ア（略） 

    イ 医療班等の編成基準及び業務 

チーム名 編成基準 業務 

企画調整 

チーム 

（略） 

 

（略） 

 

救護 

チーム 

（略） （略） 

医療 

チーム 

原子力災害医療の知識を有する医師、看護

師、診療放射線技師等によって編成する。 

（略） 

     （注）救急搬送は、消防機関の救急隊員等が当たる。 

    （略） 

  ３ 原子力災害医療活動等の実施 

  （１）（略） 

  （２）避難住民等に対する医療活動の実施内容 

    ア～エ（略） 

    オ 簡易除染の方法 

      検査の結果、ＯＩＬ４以下でない住民等、40,000cpm（β線）以下でない車

両及び携行物品には、脱衣や拭き取りなどにより、簡易除染を行う。簡易除染

によってもＯＩＬ４以下にならない住民等は、原子力災害拠点病院等に搬送す

るとともに、40,000cpm（β線）以下にならない車両等は、検査場所に一時保

管する等の措置を行う。 

ＯＩＬと防護措置について   （別添２） 

 カ～キ（略） 

（３）（略） 

  （４）安定ヨウ素剤の服用の指示等 

    ア 服用の指示 

知事は、原子力緊急事態宣言が発出され、原子力規制委員会の判断に基づ

く原子力災害対策本部からのＰＡＺ内の住民等に対する安定ヨウ素剤の服用

指示があった場合、避難住民等の放射線防護のため、避難対象区域を含む町
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

長と連携し、別途定める手続きによって、住民等に対し、安定ヨウ素剤の配

布並びに服用の指示を行うものとする。 

（略） 

    イ（略） 

第８節 緊急輸送活動及び必需物資の調達 

 １ 緊急輸送活動 

（１）（略） 

（２）緊急輸送の範囲 

緊急輸送の範囲は、次のとおりとする。 

（ア）緊急事態応急対策要員及び必要な資機材 

（イ）救助・救急活動、医療・救護活動に必要な人員及び資機材 

（ウ）避難者、負傷者等 

（エ）屋内退避施設、避難所等を維持・管理するために必要な人員及び資機材 

（オ）食料、飲料水等生命の維持に必要な物資 

（カ）その他緊急に輸送を必要とするもの 

（３）緊急輸送体制の確立 

ア～イ（略） 

ウ 道は、人員、車両の不足や、道路寸断など不測の事態が生じた場合は、陸

上自衛隊北部方面総監部、北海道運輸局、第一管区海上保安本部及び運輸機

関等に支援要請を行うとともに、必要に応じて、周辺市町村に支援を要請す

るものとする。 

  エ（略） 

（４）（略） 

２（略） 

第９節（略） 

第10節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する迅速かつ円滑な応急対策 

（略） 

（１）（略） 

（２）原子力事業者は、直ちに現場へ必要な要員を派遣し、運搬を委託された者、

最寄りの消防機関、警察機関及び海上保安部署と協力して、事象の状況を踏ま

え次に掲げる措置を実施し、原子力災害の発生の防止を図るものとする。 

（ア）放射線障害を受けた者の救出、避難等の措置 

（イ）運搬に従事する者や付近にいる者の退避 

（ウ）核燃料物質等による汚染、漏えいの拡大の防止及び汚染の除去 

（エ）核燃料物質等の安全な場所への移動 

村長と連携し、別途定める手続きによって、住民等に対し、安定ヨウ素剤の配

布並びに服用の指示を行うものとする。 

（略） 

    イ（略） 

第８節 緊急輸送活動及び必需物資の調達 

 １ 緊急輸送活動 

（１）（略） 

（２）緊急輸送の範囲 

緊急輸送の範囲は、次のとおりとする。 

ア 緊急事態応急対策要員及び必要な資機材 

イ 救助・救急活動、医療・救護活動に必要な人員及び資機材 

ウ 避難者、負傷者等 

エ 屋内退避施設、避難所等を維持・管理するために必要な人員及び資機材 

オ 食料、飲料水等生命の維持に必要な物資 

カ その他緊急に輸送を必要とするもの 

（３）緊急輸送体制の確立 

ア～イ（略） 

ウ 道は、人員、車両の不足や、道路寸断など不測の事態が生じた場合は、陸 

上自衛隊北部方面総監部、北海道運輸局、第一管区海上保安本部、北海道電力

株式会社及び運輸機関等に支援要請を行うとともに、必要に応じて、周辺市

町村に支援を要請するものとする。 

  エ（略） 

（４）（略） 

２（略） 

第９節（略） 

第10節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する迅速かつ円滑な応急対策 

（略） 

（１）（略） 

（２）原子力事業者は、直ちに現場へ必要な要員を派遣し、運搬を委託された者、  

最寄りの消防機関、警察機関及び海上保安部署と協力して、事象の状況を踏ま 

え次に掲げる措置を実施し、原子力災害の発生の防止を図るものとする。 

ア 放射線障害を受けた者の救出、避難等の措置 

イ 運搬に従事する者や付近にいる者の退避 

ウ 核燃料物質等による汚染、漏えいの拡大の防止及び汚染の除去 

エ 核燃料物質等の安全な場所への移動 
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

（オ）緊急時モニタリングの実施 

（カ）遮へい対策の実施 

（キ）立入制限区域の設定 

（ク）火災の場合は消火、延焼防止の措置 

（ケ）その他の放射線障害の防止のために必要な措置 

（３）～（６）（略） 

第４章 原子力災害中長期対策 

 第１節～第８節（略） 

 第９節 風評被害等の影響の軽減 

道は、国、関係町村及び関係団体と連携し、原子力災害による風評被害等の影響

を軽減するために、農林水産業、地場産業の商品等の適正な流通の促進のための広

報活動を行うものとする。 

 第10節～第13節（略） 

 

別添１ 緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて 

１．（略） 

２．加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉の運転等のための施設

（当該施設が炉規法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合しない場合又は原

子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分に 

おける措置の概要 

（略） （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分に 

おける措置の概要 

（略） （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分に 

おける措置の概要 

①～⑨（略） 

⑩ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用でき

なくなることにより原子炉を停止する機能及び冷温停

止状態を維持する機能が喪失すること、又は原子炉若

しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合におい

て、原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示

（略） 

オ 緊急時モニタリングの実施 

カ 遮へい対策の実施 

キ 立入制限区域の設定 

ク 火災の場合は消火、延焼防止の措置 

ケ その他の放射線障害の防止のために必要な措置 

（３）～（６）（略） 

第４章 原子力災害中長期対策 

 第１節～第８節（略） 

 第９節 風評被害等の影響の軽減 

道は、国、関係町村及び関係団体と連携し、原子力災害による風評被害等の影響 

を軽減するために、農林水産業、観光業、地場産業の商品等の適正な流通の促進のた

めの広報活動を行うものとする。 

 第10節～第13節（略） 

 

別添１ 緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組みについて 

 １．（略） 

２．加圧水型軽水炉（実用発電用のものに限る。）に係る原子炉の運転等のための施設

（当該施設が炉規法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合しない場合又は原 

子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

警戒事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分に 

おける措置の概要 

（略） （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分に 

おける措置の概要 

（略） （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 
緊急事態区分に 

おける措置の概要 

①～⑨（略） 

⑩ 原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外操

作盤室が使用できなくなること、又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に原子炉施設

の状態を表示する全ての装置若しくは原子炉施設の異

常を表示する全ての警報装置（いずれも原子炉制御室

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『観光危機

管理計画等

作成の「手引

き」』を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『原子力災

害対策指針』

の改正を踏

まえた修正 
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現  行（令和６年１月） 修  正 （素案） 修正理由 

する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装

置の全ての機能が喪失すること。 

⑪～⑬（略） 

 

別添２（略） 

 

《参考》災害対策本部等の設置及び配備体制について 

（略） 

 

 

 

体制 

区分 

配備体制及び災害対策 

本部等の設置の基準 

体制 

設置 
配備体制 

第
１
非
常
配
備 

原子力規制委員会から

情報収集事態の発生通報

を受けた場合など、情報

収集事態の発生を認知し

たとき 

 総務部危機対策局、総合政

策部知事室広報広聴課、総

合政策部次世代社会戦略局

情報政策課、環境生活部環

境保全局、環境生活部自 

然環境局、保健福祉部地域

医療推進局地域医療課、後

志総合振興局及び原子力環

境センターの所要人員 

 

第
２
非
常
配
備 

（略） （略） （略） 

第
３
非
常
配
備 

（略） （略） （略） 

 

に設置されたものに限る。）が使用できなくなること。 

 

⑪～⑬（略） 

 

別添２（略） 

 

《参考》災害対策本部等の設置及び配備体制について 

（略） 

 

 

 

体制 

区分 

配備体制及び災害対策 

本部等の設置の基準 

体制 

設置 
配備体制 

第
１
非
常
配
備 

原子力規制委員会から

情報収集事態の発生通報

を受けた場合など、情報

収集事態の発生を認知し

たとき 

 総務部危機対策局、総務部

イノベーション推進局情報

政策課、総合政策部知事室

広報広聴課、環境生活部環

境保全局、環境生活部自 

然環境局、保健福祉部地域

医療推進局地域医療課、後

志総合振興局及び原子力環

境センターの所要人員 

 

第
２
非
常
配
備 

（略） （略） （略） 

第
３
非
常
配
備 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構改正に

伴う修正 

  

平
常
時 

緊
急
時 

緊
急
時 

平
常
時 

緊
急
時 

緊
急
時 


